
加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業
部 局 名 総務部

課（室）名 職員課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方公務員法

現 状 と 課 題

多様化する住民ニーズや高度な行政課題に対応するため、時代に応じた職員の
能力を開発する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

職位ごとに求められる知識・能力の習得や加古川市職員としての意識を醸成す
る「階層別研修」、業務遂行力を向上させるための「専門研修」、外部機関が
実施する研修へ職員を派遣する「派遣研修」、特定の課題解決のため組織的に
取り組んでいく「特別研修」、自ら学ぼうとする意欲を支援する「自己啓発
（支援）」を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各職位に必要とされる能力や求められる意識等を学び、職員としての資質の向
上を図る。

9,81816,04715,850

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 9,499

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が必要とされる能力や求められる意識等を学ぶことができるよう、効果的
な研修を継続的に実施しなければならない。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 9,818

そ の 他 特 財 319

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

人事管理費

職員研修事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 職員研修事業
部 局 名 総務部

課（室）名 職員課

％

％

対 象 指 標 名

職員数 1,7771,7461,731

成 果 指 標
分 析 結 果

満足度及び活用度の評価が低かった研修内容を見直した結果、前年度と比べてやや数値が上
がった。

内部研修修了者数 人 3,5534,3434,477

派遣研修修了者数 人 191273290

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染防止のため、一部の研修で実施を見送っ
たことから、修了者数が減少した。

アンケート調査による
効果測定（満足度）

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

84.283.785.3

アンケート調査による
効果測定（活用度）

100令和2年
度

84.984.285.7

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画策定事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和2年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法第９６条第２項の規定による議会の議決すべき事項に関する条例

現 状 と 課 題

急速な人口減少や少子高齢化による人口構造の変化をはじめ、社会経済環境が
急速に変化する中で、本市が持続可能な発展を遂げるため、時代の変化を的確
に捉えるとともに、市民、事業者、行政が市の将来像についての共通認識を持
ちながら、まちづくりを進めていく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、総合計画に基づき市が実施する事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

本市を取り巻く社会経済環境や市民意識調査結果などを踏まえ、本市が作成し
た加古川市総合計画の原案について、総合計画審議会で審議を行う。また、総
合計画及び、同時に策定を進める、まち・ひと・しごと創生総合戦略の冊子の
作成を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

令和３年度からの新たな将来の都市像「夢と希望を描き幸せを実感できるまち
加古川」や、都市像の実現に向けて設定した各施策の基本方針などについて、
市民の意見を反映すること。

10,21200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,212

財　

源　

内　

訳

□拡充

令和２年度に総合計画審議会を計１５回開催し、市民参画のもと総合計画原案
の審議を行ったほか、議決を受けた総合計画のデザイン調整や冊子の作成を
行った。今後は、総合計画に掲げる各施策を着実に推進するとともに、市民
サービスや市民満足度の向上を目指す必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 10,212

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

総合計画事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画策定事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

総合計画審議会委員数 2400

成 果 指 標
分 析 結 果

総合計画については、限られた時間の中で計画的に審議会を開催し、令和２年12月議会にお
ける議決を経て、策定することができた。

総合計画審議会開催回
数

回 1500

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度において、学識経験者や市民公募委員等で構成する総
合計画審議会を15回開催し、総合計画案の審議を経て、答申内容
を取りまとめた。

総合計画策定に係る進
捗率

目 標 値

0

目標年度

10000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川公民館等複合施設・東
消防署整備事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 048  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

少子高齢化に伴う人口減少が進む中、公共施設の機能集約等の見直しが求めら
れる一方、いつまでも住み続けたいまちとして、子育て世代に選ばれる施策の
展開が必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

●公民館及び消防署・・・加古川市民●子育てプラザ・・・就学前児童とその
保護者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

令和元年度は旧加古川東市民病院施設の解体が完了し、複合施設（東加古川公
民館・東加古川子育てプラザ）及び東消防署を整備する事業者と建設工事請負
契約を締結のうえ、基本設計が完了した。令和２年度は実施設計が完了すると
ともに、建設工事に着手した。今後のスケジュールは、令和３年度内に工事が
完了し、令和４年度に各施設の供用を開始する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川東市民病院跡地活用計画に基づき、東加古川公民館、東加古川子育てプ
ラザ、東消防署の公共施設の集約や施設間の相互連携・機能補完により、導入
機能が高まる「交流」「学び」「安心」「憩い」「賑わい」の５つのキーワー
ドをコンセプトに、誰もが気軽に利用でき、「地域に愛される開かれた空間」
の創出を図る。

610,74929,5720

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 467,000

一 般 財 源 143,749

財　

源　

内　

訳

□拡充

基本設計及び実施設計が完了し、建設工事に進むなど順調に事業が進行してい
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 610,749

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

東加古川公民館等複合施設・東消
防署整備事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 東加古川公民館等複合施設・東
消防署整備事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

％

対 象 指 標 名

複合施設（公民館・子
育てプラザ）及び消防
署

110

成 果 指 標
分 析 結 果

基本設計及び実施設計が完了した。整備事業の進捗率も予定通り進んでいる。

基本設計・実施設計の
進捗率

％ 100500

活 動 指 標
分 析 結 果

基本設計及び実施設計が完了した。

基本設計・実施設計の
進捗率

目 標 値

0

目標年度

100500

整備事業の進捗率 05000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

施設

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設マネジメント推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 広報・行政経営課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 090  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

必要な行政サービスの質や量を確保しつつ、老朽化した公共施設等の管理運営
や更新を着実に実施していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、市公共施設利用者、市公共施設、インフラ資産

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

令和元年度中に令和８年度までの方向性を示す再編計画を策定する。施設劣化
診断の実施及び施設情報の集約・分析を行うシステムを導入し、令和２年度中
に各施設の具体的な対応を定める個別施設計画を策定する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

次世代に負担を残すことなく安定した行政サービスを提供する。

2,03341,1650

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,033

財　

源　

内　

訳

□拡充

令和８年度までの施設の方向性を示す再編計画に基づき、具体的な対応を定め
る個別施設計画を策定した。個別施設計画に基づく取組を進めるとともに、必
要に応じ計画の時点修正を行う必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,033

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

公共施設マネジメント推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設マネジメント推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 広報・行政経営課

％

対 象 指 標 名

市民 263,524264,847266,154

施設数 施設 426426426

成 果 指 標
分 析 結 果

本事業の成果のみを反映するものではないが、目標値を上回るよう取組を進める。

再編計画策定施設数 施設 20020030

個別施設計画策定施設
数

施設 23100

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度までに策定した再編計画に基づき、個別施設計画を策
定した。

行政の効率化が図られ
ていると思う市民の割
合

目 標 値

39

目標年度

令和4年
度

37.843.243.4

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 06 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

未利用財産の活用については、加古川市公有財産等有効活用検討委員会が取り
まとめた方針に従い、関係部局と連携して早期実施を図る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

売却可能な未利用財産（市有地）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

●一般公募売却の場合、売払い広告を作製し加古川市周辺２市２町の住民に広
くＰＲする。●売却する準備として、必要に応じ用地確定測量を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適正に未利用財産を売却する。

2,2343,0092,239

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,234

財　

源　

内　

訳

□拡充

未利用財産（市有地）をできるだけ早期に適正な価格で処分する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,234

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

管財事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市有地売払い事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

千円

対 象 指 標 名

売却可能な未利用財産
（市有地）

423

成 果 指 標
分 析 結 果

公募売却の結果、4件の売却が成立した。

売払い広告の回数 回 111

用地確定測量の件数 件 121

活 動 指 標
分 析 結 果

未利用地の計画的な処分を進めるため、公募売却を実施した。

未利用地売却金額

目 標 値

23,613

目標年度

令和2年
度

197,73771,3000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

956



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 固定資産評価システム運用事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 02 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

令和２年度に登記履歴管理システム導入と家屋評価システム更新を行った。一
方、ＧＩＳについては、リース期間の終了に伴い本市所有となっているが、住
民情報システム更新との関連を考慮し、遅くとも令和７年度までにシステム更
新ができるよう検討・準備していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

毎年１月１日（賦課期日）において、市内の固定資産（土地・家屋）を所有す
る者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＧＩＳシステム・家屋評価システム及び登記履歴管理システムの保守・運用を
行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

基準に則った土地・家屋の評価を効率的に行い、固定資産税・都市計画税の適
正な賦課を行う。

5,3502,4282,424

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,350

財　

源　

内　

訳

□拡充

ＧＩＳシステム・家屋評価システムの保守・運用委託を行うことで、システム
の安定した稼動を維持し、円滑な賦課業務を行うことができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,350

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

賦課費

市税賦課事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 固定資産評価システム運用事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

万円

万円

対 象 指 標 名

納税義務者数（固定資
産税）

104,338103,955103,613

納税義務者数（都市計
画税）

人 81,73081,33880,929

成 果 指 標
分 析 結 果

適正な賦課が行えている。

土地システム関係委託
料等

円 2,174,7611,938,6001,938,600

家屋システム関係委託
料等

円 678,217488,961485,088

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は、家屋評価システムの更新を行ったが、入札により
委託料等を削減することができた。一方、ＧＩＳシステムについ
ては、庁内のサーバー更新に伴う移設作業が生じたため委託料が
増額となった。

固定資産税調定額

目 標 値

1,265,000

目標年度

令和5年
度

1,290,9241,270,6761,259,439

都市計画税調定額 273,500令和5年
度

279,783276,097273,532

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 02 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、加古川市市税条例

現 状 と 課 題

令和２年度は３年に１度の評価替作業年度に該当し、主に補正の見直しや路線
価要因の見直しを業務委託を活用して行った。本市においては、市街化区域す
べてに路線価方式を採用しており、用途の多様化や各種規制の影響から、評価
が細分化・複雑化している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の固定資産（土地約２９．５万筆・家屋約１３．３万棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

土地・家屋の評価替に関する業務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

土地・家屋の評価替を実施し、固定資産税・都市計画税の適正な賦課を行う。

19,16288,28912,126

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 19,162

財　

源　

内　

訳

■拡充

令和３年度課税に向けた評価替作業を合理的かつ効率的に進めることができ
た。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 19,162

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

賦課費

市税賦課事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 評価替事務事業
部 局 名 税務部

課（室）名 資産税課

万円

万円

対 象 指 標 名

土地筆数 297,946295,767294,832

家屋棟数 棟 133,375133,362133,098

成 果 指 標
分 析 結 果

自主財源の確保に向けた適正な賦課が行えている。

標準宅地数 地点 889889889

土地家屋図修正件数 件 13,20013,20013,503

活 動 指 標
分 析 結 果

業務委託を活用し、合理的・効果的な事業実施ができた。

固定資産税調定額

目 標 値

1,265,000

目標年度

令和5年
度

1,290,9241,270,6761,259,439

都市計画税調定額 273,500令和5年
度

279,783276,097273,532

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

筆

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業
部 局 名 税務部

課（室）名 債権管理課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方自治法、地方自治法施行令、民法、債権管理条例等

現 状 と 課 題

債権管理課への体制強化と債権管理条例施行により、効率的な滞納整理体制の
構築と市債権の管理の適正化を図り、着実に未収債権を圧縮してきたが、なお
多額の未収債権が存在している。また、今後は、新型コロナウイルスの影響に
よる未収債権の増加が危惧される。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市債権（税及び上下水道事業を除く）を滞納しているもの

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市債権の所管課から債権の移管を受け、強制徴収公債権については、滞納処分
を行うとともに、非強制徴収公債権及び私債権については、訴訟と強制執行手
続きを行い、未収債権の回収・整理を図る。また、督促状等による「文書催
告」に加えてコールセンターによる「電話催告」を効率的に実施し、自主的な
納付を促進する。さらに非強制徴収公債権及び私債権のうち、回収不能債権に
ついては、債権管理条例に基づく債権放棄により、債権整理を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

滞納者の滞納状態及び回収不能債権が解消する。

27,56229,21927,042

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 27,544

財　

源　

内　

訳

□拡充

強制徴収４債権については債権管理体制の確立と積極的な滞納処分の推進によ
り着実に滞納整理を進め、納付環境についても充実を図った（スマホ決済納
付・口座振替ＷＥＢ申込）。一方、私債権等については全庁的な研修を重ねる
ことによって債権管理意識の醸成を促し、事務が繁雑な訴訟手続きは必要に応
じて移管を受けることにより進め、強制執行も実施した。今後も積極的な滞納
処分（訴訟手続き）を進めるとともに回収不能債権の整理を進め、債権管理条
例に基づく適正な債権管理を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 27,562

そ の 他 特 財 18

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

債権管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 債権管理事業
部 局 名 税務部

課（室）名 債権管理課

人

人

対 象 指 標 名

強制徴収公債権の滞納
者数

5,8775,8446,015

非強制徴収公債権及び
私債権の滞納者数

人 1,3021,2941,352

成 果 指 標
分 析 結 果

強制徴収公債権については、継続案件の処理が順次進んでおり、３０２件の滞納整理が完了
した。非強制徴収公債権及び私債権については、債務名義取得後に預金照会等を実施しても
個人情報の制約で口座等が判明しない場合や財産が判明しても費用対効果が十分でない場合
などが法的手続きを進める上で課題となっている。

滞納整理事務の移管を
受けた滞納者数（累
計）

人 2,8812,7772,441

債権整理事務の移管を
受けた滞納者数等（累
計）

人 888

活 動 指 標
分 析 結 果

社会経済情勢や債務者の状況に応じた柔軟な対応をとりながら
も、強制徴収公債権については、対象を精査の上、継続して移管
を受けている。非強制徴収公債権及び私債権については、法令に
基づく調査権限がない中で、強制執行可能な財産情報の把握が課
題となり、移管対象債権の選定が難しく、伸び悩んでいる。

滞納整理事務が完了し
た滞納者数（累計）

目 標 値

2,350

目標年度

令和2年
度

2,4422,1401,814

訴訟手続が完了・移管
を返還した滞納者数
（累計）

40令和2年
度

888

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業
部 局 名 建設部

課（室）名 営繕課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 06 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
建築基準法、消防法、建築物の耐震改修の促進に関する法律等

現 状 と 課 題

営繕課にて、施設の劣化状況等に基づき修繕を計画することにより、維持補修
に要する費用の縮減等が図れ、事業の効率が向上している状況にある。そうし
た状況の中、公共施設管理等総合計画に基づく個別施設計画を考慮しながら、
より効率的な修繕計画が必要となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

公共建築物〔学校（園）を除く〕の施設、施設利用者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

施設の補修、改修及び設計委託等を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

施設を適切に維持管理し延命化を図り、施設利用者の安全・快適性の充実を図
る。

192,911221,328181,711

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 5,000

一 般 財 源 28,911

財　

源　

内　

訳

□拡充

営繕調査等により計画的・効率的な補修・改修を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 192,911

そ の 他 特 財 159,000

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

公共施設維持補修事業

963



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公共施設維持補修事業
部 局 名 建設部

課（室）名 営繕課

％

％

％

対 象 指 標 名

維持管理すべき施設数 109109109

成 果 指 標
分 析 結 果

補修、改修を行なうことにより施設の延命化を図ることができた。

工事発注件数 件 348

修繕発注件数 件 361832

耐震診断等設計委託発
注件数

件 423

活 動 指 標
分 析 結 果

改修工事（工事請負費）３件、補修・修繕（修繕料）３６件、設
計委託等（委託料）４件の発注を行なった。

工事発注率

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

100100100

修繕発注率 100令和2年
度

100100100

耐震診断等設計委託発
注率

100令和2年
度

100100100

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育総務
部）

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 10 

項 01 

目 02 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識、やる気、資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育総務部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

2171250

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 217

財　

源　

内　

訳

□拡充

この事業を通じて、先進地の事例等を学ぶことにより、業務を効果的に実施で
きている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 217

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

教育費

教育総務費

事務局費

事務局に要する一般的経費
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育総務
部）

部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

人

対 象 指 標 名

教育総務部に所属する
職員数

44420

成 果 指 標
分 析 結 果

先進地事例等を事業の推進及び課題解決の参考とすることができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 910

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、義務教育学校開校における課題、検討体
制等に関して先進地視察等を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

0

目標年度

1820

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業
部 局 名 防災部

課（室）名 防災対策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 039  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
暴力団員による不当な行為等の防止等に関する法律、加古川市における暴力団
の排除の推進に関する条例等

現 状 と 課 題

本市においても年間十数件以上の不当要求行為等事案が発生しており、不当要
求行為等に屈することなく公平公正に事務を行う資質を身に付けることは重要
であると考える。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

東播磨地域不当要求防止対策研修会等へ参加する。弁護士によるコンプライア
ンス・法務アドバイザーの設置及び内部通報ホットラインの設置。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

行政に対する不当要求行為等の被害を未然に防止するために必要な知識を身に
付ける。

3,7254,4954,235

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,725

財　

源　

内　

訳

□拡充

職員が不当要求等に適切に対応できるよう、引き続き対策研修に参加するとと
もに、弁護士、警察等からの助言を受け、庁内での情報共有、対応の統一化を
図る必要がある。コンプライアンス・法務アドバイザーにより行政事務全般の
コンプライアンス意識の向上や法務能力の向上に繋がっている。また、内部通
報ホットラインは不祥事発生の抑止力になっていると考えられ今後も継続して
実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,725

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

行政運営対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行政運営対策事業
部 局 名 防災部

課（室）名 防災対策課

人

回

件

対 象 指 標 名

職員数 1,7771,7461,731

成 果 指 標
分 析 結 果

不当要求防止対策研修への新規参加者を募集しており、年々受講者実数が増加している。原
則月２回コンプライアンス・法務相談日を設定しており、事業の執行で法的妥当性・リスク
検証を行うことでコンプライアンスの向上及び職員の不法行為の防止が図れている。

不当要求防止対策研修
参加者数

人 02112

コンプライアンス・法
務アドバイザー設置数

人 111

活 動 指 標
分 析 結 果

不当要求防止対策研修へ加古川市から、例年１０名程度参加して
いるが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により研
修会の開催がなかった。
また、行政法に精通している弁護士をコンプライアンス・法務ア
ドバイザーとして設置している。

不当要求防止対策研修
参加者数（累計）

目 標 値

100

目標年度

令和4年
度

999978

コンプライアンス・法
務相談開催数

24令和4年
度

242424

コンプライアンス・法
務相談件数

0526885

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市政策推進会議設置要綱

現 状 と 課 題

市民ニーズの多様化・複雑化に対応するためにも、重要事項、懸案事項等につ
いて、各部局間における情報共有と効果的な連携のもとで、施策の計画的かつ
円滑な推進を図る必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する施策

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

諸施策の調整や新規施策の調査研究を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

計画的かつ円滑な施策の推進を図る。

12210,1205,533

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 122

財　

源　

内　

訳

□拡充

各種事業の調整や、施策マネジメントサイクルの活用に基づき、各部局と新規
事業の立案等に関する協議を行った。今後、新型コロナウイルスの状況や経済
状況の変化を踏まえつつ、新たな総合計画に基づく取組の検討を進めていくと
ともに、市民満足度の向上や地方創生の実現に資する施策の推進に向けて、各
部局との調整や調査研究を行っていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 122

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

政策調整事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 政策推進事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

事務事業数 926925915

成 果 指 標
分 析 結 果

「行政の効率化が図られていると思う市民の割合」は50％を下回っており、より効率的・効
果的な行政運営に取り組みつつ、質の高い行政サービスの持続的な提供が必要である。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 31111

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、先進地視察は行えなかったが、研修会等については３件参加
した。

行政の効率化が図られ
ていると思う市民の割
合

目 標 値

39

目標年度

令和2年
度

37.843.243.4

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

本

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市総合計画の策定に関する規程

現 状 と 課 題

平成２２年に策定された基本構想と、平成２８年度から５年間の後期総合基本
計画に基づき事業を実施しており、事業実施による後期総合基本計画の目標の
達成状況をもとに、令和３年度から開始した加古川市総合計画の推進に取り組
む必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市が実施する事業

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

行政評価や市民意識調査を実施し後期総合基本計画の進行管理を行うととも
に、新規事業の立案を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期総合基本計画に掲げる目標を達成できるよう、各種事業の検討・見直し等
を行うとともに、新規事業の実現化を図る。

1,6362,5981,617

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,636

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度末に策定した後期総合基本計画における各施策の着実な推進を図
るとともに、令和３年度からの加古川市総合計画を策定するうえで参考とする
ため、市民意識調査を実施した。調査方法について、従前の方法から一部変更
したことで、経年比較はできなかったが、調査時点（令和２年１２月～令和３
年１月）における、加古川市の施策に対する市民満足度や重要度等をより具体
的に把握することができた。この調査結果のもと、加古川市総合計画に基づく
各事業を効果的・効率的に推進する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,636

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

総合計画事務事業

971



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 総合計画管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

事務事業数 926925915

施策数 施策 474747

成 果 指 標
分 析 結 果

市政情報の発信手法を工夫するなど、市民が市の取組を実感できるよう取り組んだが、意識
調査結果から「わからない」と回答した割合が高い取組もあることから、引き続き、戦略的
かつ効果的な市政情報の発信に取り組む必要がある。

事務事業評価実施事業
数

本 489749744

活 動 指 標
分 析 結 果

事務事業評価について、指標の設定（分析）のほか、事業の方向
性を評価する総合評価が必要と判断した489事業を対象に評価を実
施した。

まちづくりの指標にお
ける満足度が５０％以
上の割合

目 標 値

0

目標年度

59.167.359.1

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

本

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（企画部）
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた経営資源のなか、職員の意欲、資質、可能性をいかに伸ばし、貴重な
人的資源としていかに活用していくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

企画部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

0373119

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

効果的・効率的な事業実施につなげる上で、先進地視察は有効であるため、当
該事業は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

企画事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（企画部）
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

人

対 象 指 標 名

企画部に所属する職員
数

545140

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響により先進事例視察等を行うことができ
なかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 057

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響により先進事
例視察等を行うことができなかった。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

2

目標年度

平成30
年度

072

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 オリンピック・パラリンピック
推進事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 095  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

新型コロナウイルスの感染防止のため、事前合宿の受入れに際して、様々な対
策が必要となる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

ホストタウン相手国の合宿参加者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ホストタウン相手国からオリンピック・パラリンピック選手らの本市での事前
合宿受入を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

ホストタウンである本市に関心を持ち、本市市民と交流する。

3624,2410

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 362

財　

源　

内　

訳

□拡充

事前合宿は１年延期となったが、相手国とは事前合宿についての調整を行うこ
とができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 362

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

オリンピック・パラリンピック推
進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 オリンピック・パラリンピック
推進事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

延べ人
数

対 象 指 標 名

合宿参加者数 020

成 果 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルスの感染拡大により、多くの交流事業を行うことができなかったが、加古
川市とツバルの小・中学生によるオンラインでの交流を行うなどコロナ禍においても可能な
方法での交流を行うことができた。

合宿期間 日 0120

活 動 指 標
分 析 結 果

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の延期によ
り、事前合宿は行われなかった。

交流人数（概算）

目 標 値

2,000

目標年度

令和3年
度

505000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 クラウドファンディング活用支
援事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和2年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 110  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市クラウドファンディング活用支援補助金交付要綱

現 状 と 課 題

新型コロナウイルス流行の影響が長期化し、市内事業者にとっては、事業継続
に向けた資金調達や販路開拓などが必要な状況である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に市内のサービス業及び小売業を営む中小企業、小規模企業者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

クラウドファンディングを活用して資金調達を行った場合、リターンのプレミ
アム分を補助するとともに、事業継続に向けた資金調達や販路開拓等を支援す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、経済活動が制約される中、事業の継
続と新たな顧客獲得を支援するため。

11,79300

国 庫 支 出 金 9,432

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,361

財　

源　

内　

訳

□拡充

令和２年度で事業完了。補助金交付件数は当初の計画値以上を達成でき、クラ
ウドファンディングという手法の一般的な活用が生まれ、各事業者の顧客づく
りと新たな資金調達手法の普及につなげることができた。また、緊急的な資金
確保や新たな集客方法を模索する事業者に対して、クラウドファンディングの
立ち上げを支援するだけでなく、各種給付金や感染拡大防止協力金の申請等に
困っている事業者に対しても、きめ細やかにサポートすることができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 11,793

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

クラウドファンディング活用支援
事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 クラウドファンディング活用支
援事業

部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

者

件

対 象 指 標 名

市内飲食店等 1,14200

成 果 指 標
分 析 結 果

補助金を交付した事業者のうち、令和３年２月末時点で閉店した店舗はなかった。委託事業
内における市内事業者からの相談件数は、補助金の申請サポート等の相談が多く、目標値を
超えた。

補助金交付件数 件 6900

クラウドファンディン
グの立上支援件数

件 500

活 動 指 標
分 析 結 果

補助金交付件数は、計画値を上回る実績となった。クラウドファ
ンディングの立上件数は、一時期、実店舗に客足が戻ったことも
あり、計画値に届かなかった。

補助金を交付した事業
者のうち、営業を継続
している事業者数

目 標 値

0

目標年度

5800

市内事業者からの相談
件数

05500

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市制７０周年記念事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和2年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 07 

細  目 100  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

新型コロナウイルスの感染拡大状況や、社会経済情勢を踏まえた対応が必要で
ある。また、東京２０２０オリンピック聖火リレーが延期されたことに伴う対
応も必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市制７０周年記念事業の実施

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市制７０周年記念事業のイベント及び啓発物品等を企画・立案し、実行する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市制７０年の歩みを振り返り、地域への愛着と誇りを醸成する。

9845630

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 984

財　

源　

内　

訳

□拡充

新型コロナウイルスの感染拡大により、予定していた事業の中止を余儀なくさ
れたが、そうした状況の中でも、できる限りの範囲で事業を実施することはで
きた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 984

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

企画費

市制７０周年記念事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市制７０周年記念事業
部 局 名 企画部

課（室）名 政策企画課

％

対 象 指 標 名

市民（１０／１付推計
人口）

263,24100

成 果 指 標
分 析 結 果

コロナ禍においても、市制７０周年を迎えたことをＰＲした。予定していた多くの事業は実
施できなかったが、市制７０周年を機に６月１５日を「ふるさとの日」と位置づけた。

イベント数 回 200

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルスの感染拡大により、予定していた事業の多く
は開催できなかった。

地域に誇りや愛着を感
じている市民の割合

目 標 値

0

目標年度

65.600

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 14 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

システムは市民サービスに欠かせないツールとなっており、安定稼動は必須の
要件である。現在自庁設置型のパッケージシステムで運用している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

住民情報システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

専門知識を有するシステム事業者、ＳＥ事業者にシステム保守、運用を委託す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住民情報システムを円滑に稼動する。

484,783470,813470,116

国 庫 支 出 金 31,323

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 453,460

財　

源　

内　

訳

□拡充

行政における市民サービスの根幹をなすシステムを管理するため、今後も継続
して運用を行う必要がある。住民票発行等の市民サービスに影響が出ないよ
う、安定稼働を最優先にした維持管理を行う必要がある。また、国の法制度改
正にも着実に対応できるようシステムの効率的な運用を図る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 484,783

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

電子計算費

運用管理事業

981



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

対 象 指 標 名

端末台数 347342334

成 果 指 標
分 析 結 果

住民情報システムの内、オンラインシステムは窓口サービスの重要なツールであるため、安
定したサービス提供を継続する必要がある。

システム年間稼働日数 日 350351351

活 動 指 標
分 析 結 果

住民情報システムについて、安定稼動ができた。

住民情報システムオン
ライン障害発生回数

目 標 値

0

目標年度

令和2年
度

124

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 14 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現在では、行政事務を支えるシステムが多数稼動しており、その基幹となる
ネットワークや機器の維持管理は、業務を行う上で、まさにライフラインと
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

端末、ネットワーク機器、ネットワーク回線

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種機器の維持管理、運用保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

各種機器およびネットワークの安定した運用管理を行う。

214,719173,496110,391

国 庫 支 出 金 45,120

県 支 出 金 522

地 方 債

一 般 財 源 166,242

財　

源　

内　

訳

□拡充

各業務の遂行のために、今後も端末及びネットワーク機器を維持する必要があ
る。市民サービス及び業務に影響が出ないよう、機器の故障や回線の切断を監
視するとともに、障害時においては早期復旧を最優先にした対応を行う必要が
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 214,719

そ の 他 特 財 2,835

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

電子計算費

運用管理事業

983



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 情報基盤管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,8401,8301,770

ネットワーク機器数 台 302223208

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

システム年間稼働日数 日 365365365

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

令和2年
度

000

障害復旧平均時間 0令和2年
度

000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 14 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

行政事務の効率化やペーパーレス化が求められる中で、本システムの重要性は
より一層大きくなっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

内部管理支援システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

システムの運用、保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

障害発生を極力抑えるとともに、発生時には迅速な対応を行うことにより、内
部管理支援システムの円滑な稼動を実現する。

71,90036,66945,404

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 71,900

財　

源　

内　

訳

□拡充

市の内部管理事務に必要不可欠なシステムであり、今後も継続して運用を行う
必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 71,900

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

電子計算費

運用管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 内部管理支援システム管理事業
部 局 名 企画部

課（室）名 情報政策課

回

時間

対 象 指 標 名

端末台数 1,7701,7701,770

システムの件数 件 555

成 果 指 標
分 析 結 果

年間を通じて稼動できている状態にあり安定している。

システム年間稼働日数 日 361355363

活 動 指 標
分 析 結 果

年間を通じておおむね稼動できている状態にあり、安定してい
る。

情報システム障害発生
回数

目 標 値

0

目標年度

令和2年
度

002

障害復旧平均時間 0令和2年
度

0016

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

986



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（総務部）
部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 01 

細  目 019  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が削減される中、職員を人的資源としていかに有
効に活用するか、また、職員のやる気、資質、可能性をいかにのばしていくか
が大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

総務部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

総務部職員が業務遂行に関する知識を習得し、スキルアップを図る。

10929582

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 109

財　

源　

内　

訳

□拡充

部に必要な人材の育成、職員の能力開発を効果的かつ適切に進めるうえで、有
効かつ必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 109

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

一般管理費

市政事務及び部課庶務事業

987



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（総務部）
部 局 名 総務部

課（室）名 総務課

人

対 象 指 標 名

総務部職員 707270

成 果 指 標
分 析 結 果

部内の全職員数の10分の１に当たる職員数が先進地視察や研修会に関わることを目標として
いるが、令和２年度は感染症の影響で県境をまたぐことを避けたこともあり、目標を達成す
ることができなかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 231

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は、災害情報伝達手段の打ち合わせで霞ヶ関に複数回
赴くなど、部内で抱える課題の解決に向け、積極的に活動するこ
とができた。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

7

目標年度

令和2年
度

374

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

988



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市営駐車場運営管理事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成4年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 06 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市立自動車駐車場の設置及び管理に関する条例

現 状 と 課 題

駐車場の運営管理を適正に行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

カーパークつつじ

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

駐車場を適正に運営管理するために事務を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

駐車場の運営管理を適正な状態に保つ。

24,57628,53937,137

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 24,576

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成２７年度から指定管理者制度を導入し、令和元年度から駐車場事業特別会
計を廃止し、一般会計へ移行した。引き続き駐車場の運営管理を適正に行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 24,576

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

財産管理費

市営駐車場運営管理事業

989



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市営駐車場運営管理事業
部 局 名 総務部

課（室）名 管財課

台

対 象 指 標 名

カーパークつつじ駐車
可能台数

463463463

成 果 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染拡大による外出の自粛や緊急事態宣言発令下における周辺施設の利
用休止等の影響により減少したと考えられる。

カーパークつつじ年間
利用台数

台 240,592288,544289,130

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染拡大による外出の自粛や緊急事態宣言発
令下における周辺施設の利用休止等の影響により減少したと考え
られる。

カーパークつつじ年間
利用台数

目 標 値

300,000

目標年度

令和2年
度

240,592288,544289,130

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

台

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

990



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業
部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地方税法、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

現 状 と 課 題

エルタックスにより、給与支払報告書や法人市民税等の電子申告、国税連携に
よる確定申告書等のデータ受信、年金特徴に係る年金保険者とのデータのやり
とり等が可能となり、対象件数は年々増加している。また、令和元年10月よ
り、法人市民税・給与特徴の納付も可能となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税申告を行った市民、申告（報告）義務のある企業・団体、課税事務を行う市
職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ＬＧＷＡＮ回線を通じて所得税確定申告書のデータ（国税連携）、給与支払報
告書、公的年金データ、法人申告書その他課税上必要な書類を電子的に取得す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

申告義務者の利便性の向上と課税事務の効率化を図る。

11,53711,1469,756

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 7,894

地 方 債

一 般 財 源 3,643

財　

源　

内　

訳

□拡充

申告・納税者側と自治体側、双方に利便性の向上、事務の効率化等のメリット
が見込める事業であり、法に基づく義務規定もあることから事業を維持する必
要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,537

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

税務総務費

税務一般事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 エルタックス関連事業
部 局 名 税務部

課（室）名 市民税課

％

％

％

対 象 指 標 名

確定申告書の申告件数 45,38443,63044,296

給与支払報告書の報告
枚数

枚 162,689160,971161,843

法人市民税の申告件数 件 6,8887,0417,001

成 果 指 標
分 析 結 果

前年度比で確定申告書は３.０ポイント、給与支払報告書は１１．８ポイント、法人市民税
申告書は４．０ポイント増加した。エルタックスが着実に普及していることを表している。

確定申告書の電子デー
タ件数

件 24,59822,33421,577

給与支払報告書の電子
データ件数

件 97,61877,64473,147

法人市民税申告書の電
子データ件数

件 4,9934,8244,483

活 動 指 標
分 析 結 果

確定申告書や給与支払報告書、法人市民税申告書における電子
データ件数が着実に上昇している。これはＰＲの効果もあり、エ
ルタックスのメリットが利用者に浸透してきたことが要因と考え
られる。

確定申告書の全受付件
数における電子データ
件数の比率

目 標 値

60

目標年度

令和2年
度

54.251.248.7

給与支払報告書の全受
付件数における電子
データ件数の比率

50令和2年
度

6048.245.2

法人市民税の全受付件
数における電子データ
件数の比率

65令和2年
度

72.568.564

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

992



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（税務部）
部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 02 

目 01 

細  目 020  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

Ｈ２８年度に導入された基幹システムの契約期間はＲ８年度であるが、国によ
りＲ７年を目処にシステム標準化が予定されているため、見直しを進める必要
がある。また、Ｒ３年度よりキャッシュレス納付を開始することとなったが、
常に新たな課税、納付方法の検討を進める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

税務部の職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民税課、資産税課、収税課、債権管理課における懸案事項に対応するため、
先進地視察を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

賦課・徴収事務の適正化を図る。

0273275

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

業務の効率化にかかる課題等の解決に向けて、調査、検討を進めるための事業
であるため、新型コロナウイルス感染症の状況を適宜判断しながら実施するこ
とが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

徴税費

税務総務費

税務一般事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（税務部）
部 局 名 税務部

課（室）名 収税課

人

対 象 指 標 名

税務部の職員数 10310098

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響により先進事例視察等を行うことができ
なかった。

部内人材育成事業先進
地視察先

市 064

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響により先進事
例視察等を行うことができなかった。

部内人材育成事業先進
地視察参加者数

目 標 値

2

目標年度

令和2年
度

0157

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書等コンビニ交付事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 03 

目 01 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

現 状 と 課 題

証明書コンビニ交付サービスは、平成２８年１月からのマイナンバーカード交
付開始に伴い、導入を進める自治体が急増し、本市は平成２８年３月７日から
導入した。令和３年５月１０日現在、８４９団体が参加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

マイナンバーカードを所有している加古川市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

コンビニエンスストアに設置されているマルチコピー機を使って、住民票の写
し、印鑑登録証明書及び所得・課税証明書を年末年始を除き、午前６時３０分
から午後１１時まで取得することができるサービスを実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市役所又は市民センター等の窓口営業時間外においても、また、市外において
も、住民票の写し等の証明書を取得することができる。

23,59213,43315,858

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 23,592

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民にとってメリットの大きな事業であるため、継続して実施していくべきも
のであると考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 23,592

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

戸籍住民基本台帳費

戸籍住民基本台帳費

証明書等コンビニ交付事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 証明書等コンビニ交付事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民課

％

％

％

対 象 指 標 名

住民票の写し交付枚数 105,248108,510111,981

印鑑登録証明書交付枚
数

枚 75,34576,64379,858

所得・課税証明書交付
枚数

枚 26,86534,83237,849

成 果 指 標
分 析 結 果

活動指標分析と同様コンビニ交付利用率は、未だ、低調である。

コンビニ交付による住
民票の写し発行枚数

枚 4,6642,6982,081

コンビニ交付による印
鑑登録証明書発行枚数

枚 3,6002,2432,008

コンビニ交付による所
得・課税証明書発行枚
数

枚 688347340

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年２月からマイナンバーカードの交付を開始し、同年３
月７日からコンビニ交付サービスを開始した。コンビニ交付利用
率（コンビニ発行総枚数/証明書交付総枚数）は、４．３％となっ
ている。

コンビニ交付利用率
（住民票の写し）

目 標 値

5

目標年度

令和2年
度

4.432.491.86

コンビニ交付利用率
（印鑑登録証明書）

5令和2年
度

4.782.932.51

コンビニ交付利用率
（所得・課税証明書）

5令和2年
度

2.5610.9

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

枚

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 17 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域コミュニティ等の拠点として総合的な地域行政と市民サービスの充実に努
めている。多様化する市民への行政サービスに対し、職員のスキルアップとセ
ンター機能の充実が求められる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

行政サービスを必要とする市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民センターにおける総合窓口サービスを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民に身近な行政サービスを迅速かつ効率的に提供する。

5,0164,9953,776

国 庫 支 出 金 280

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 4,386

財　

源　

内　

訳

□拡充

市内９箇所の市民センターでは、届出や申請の受付、証明書等の発行、市税等
の収納など多岐にわたる総合窓口業務を行い、市民に身近な行政サービスを迅
速かつ効率的に提供するとともに、地域コミュニティの拠点としての役割を果
たしている。今後も継続して行うことにより、市民サービスの充実が図られ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,016

そ の 他 特 財 350

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

市民センター費

市民センター事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 市民センター事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 加古川市民センター

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

261,041262,308263,697

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね想定された件数である。

業務取扱件数 件 393,797438,612452,821

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね想定された件数である。

業務取扱件数

目 標 値

400,000

目標年度

令和2年
度

393,797438,612452,821

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域課題調整事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 加古川市民センター

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 17 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

毎年全市民センターで、年間多数の相談を受けており、地域にはさまざまな課
題が多数存在している。今後も同様に、地域課題の相談が寄せられるものと思
われる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民生活に密着した地域課題を把握し、総合的な調整を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域の特性に応じた地域解決型のまちづくりを推進する。

8,3396,8318,016

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 8,339

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域解決型の課題対応を行うとともに、青パトによる地域及び学校園の安全パ
トロールなどを実施し、地域の安全の確保等に必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,339

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

市民センター費

地域課題調整事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域課題調整事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 加古川市民センター

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

261,041262,308263,697

成 果 指 標
分 析 結 果

概ね予想された件数であった。

地域課題件数 件 8459381,259

活 動 指 標
分 析 結 果

概ね予想された件数であった。

地域課題取扱件数

目 標 値

900

目標年度

令和2年
度

8459381,259

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（協働推進
部）

部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民活動推進課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 23 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

先進地視察や研修会を通じて協働推進部職員のスキルアップを図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

協働推進部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会へ参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部の課題解決及び職員の資質向上を図る。

28288240

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 28

財　

源　

内　

訳

□拡充

部の課題解決及び職員の資質向上を図るため、先進地視察や研修会参加を実施
する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 28

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

自治振興費

自治振興事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（協働推進
部）

部 局 名 市民協働部

課（室）名 市民活動推進課

回

対 象 指 標 名

希望参加者数 11149

成 果 指 標
分 析 結 果

参加者による報告会を実施することで、職員間で知見の共有が図られている。

参加者数 人 11149

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染症の影響により、計画通りには先進地視
察が実施できなかったが、オンラインセミナーへの参加により課
題解決の手法を学んだ。

報告会等実施回数

目 標 値

3

目標年度

令和2年
度

111

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 相談事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 生活安全課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 22 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

市民相談の相談内容は複雑多様化しているため、今後も市民相談に関わる職員
のスキルアップが必要である。法律相談については、予約時に相談内容が適し
ているかを聞き取りする中で解消しているケースもあり、法律相談の予約待ち
の解消にもつながっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市民相談員による市民相談、弁護士による法律相談など各種相談事業の実施。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民の日常生活の中で生じる悩みごとを解決するための道筋の案内や、法律的
な側面からの助言、相談内容に適した相談窓口の紹介や取り次ぎを行うことに
より、市民生活の安定および向上を図る。

10,0059,9239,444

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,005

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民相談や法律相談に対する市民のニーズは高く、市民の生活上の問題につい
て知識や手続き方法などを習得することにより、市民生活の安定及び向上を図
ることができるため、市民相談や法律相談など各種相談事業を引き続き実施す
る必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,005

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

生活対策費

相談事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 相談事業
部 局 名 市民協働部

課（室）名 生活安全課

件

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（１０／
１付推計人口）

261,041262,308263,697

成 果 指 標
分 析 結 果

相談内容は多種多様化しており、相談時間が長時間にわたるケースが多い。また、法律相談
は年間１０２回実施し、稼働率は６９パーセントとなっている。

市民相談日数 日 243240244

法律相談回数 回 102102102

活 動 指 標
分 析 結 果

市民相談については、平日の９時から１７時まで実施している。
法律相談については、年間１０２回（２回／週：１日あたり９
件）実施している。

市民相談件数

目 標 値

1,200

目標年度

令和2年
度

561409589

法律相談件数 900令和2年
度

624707682

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（産業経済
部）

部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 07 

項 01 

目 02 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

先進地視察や研修会等を通じて職員のスキルアップを図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

産業経済部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び研修会等への参加。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

部の課題解決及び職員の資質向上を図る。

232330

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 23

財　

源　

内　

訳

□拡充

先進地視察や研修会等への参加により、職員の資質向上を図るとともに、部の
課題解決や業務効率化の一助となっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 23

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

商工費

商工費

商工業振興費

商工業振興一般事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（産業経済
部）

部 局 名 産業経済部

課（室）名 産業振興課

人

対 象 指 標 名

産業経済部職員数（正
規職員）

485149

成 果 指 標
分 析 結 果

先進地事例視察や研修会等への参加により、課題解決に向けた検討とともに、職員が見識を
深めることができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 130

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は１件の課題に対して先進地視察を行った。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

令和3年
度

240

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（環境部）
部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 04 

項 01 

目 06 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

業務の高度化、専門性が進む中、職員のスキル向上が求められているととも
に、部内において多種多様な課題が山積しており、新たな知識や見識が必要と
なっている。なお、コロナ禍において視察の実施について見直しも含めて検討
する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

環境部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び講習会等への参加等

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の能力向上や知識・見識を深める。

0790

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

政策課題の研究、調査、解決、専門職員の育成、業務に関する知識向上などの
観点から継続すべき事業であり、実施にあたり部内課題の重要性や事務の緊急
性などを十分検討したうえで実施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

衛生費

保健衛生費

環境保全費

環境管理事業

1007



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（環境部）
部 局 名 環境部

課（室）名 環境政策課

人

対 象 指 標 名

環境部職員（技能労務
職は除く）

545455

成 果 指 標
分 析 結 果

本市と同様の課題がある先進地への視察について、令和２年度は新型コロナウィルス感染拡
大防止の観点から実施しなかった。

先進地視察及び講習会
等への参加にかかる費
用

円 078,6200

活 動 指 標
分 析 結 果

本市と同様の課題がある先進地への視察について、令和２年度は
新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から実施しなかった。

参加人数

目 標 値

2

目標年度

令和2年
度

020

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（福祉部）
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 01 

目 01 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた人的資源において、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ば
していくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

福祉部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

0260145

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

この事業を通じて先進地の事例等を学ぶことにより、当市の事業を効果的に実
施できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

福祉事務所運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（福祉部）
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

％

対 象 指 標 名

福祉部に所属する職員
数

187186179

成 果 指 標
分 析 結 果

昨年度に引き続き、今年度も同理由により先進地視察は難しいと思われる。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 060

活 動 指 標
分 析 結 果

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点より先進地視察は行わ
なかった。

所属長満足度

目 標 値

100

目標年度

令和5年
度

0800

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（市民部）
部 局 名 健康医療部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 03 

項 01 

目 09 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた経営資源の中、人的資源である職員の知識や意欲、可能性をいかに伸
ばしていくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

業務課題の解決に向けて先進地視察を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民部の各所属が抱える業務課題の解決を図る。

1513380

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 151

財　

源　

内　

訳

□拡充

業務課題の解決に向けて先進地視察を実施している。令和２年度は窓口業務に
ついて先進地視察を実施し、フロア全体の業務改善を行った。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 151

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

民生費

社会福祉費

国民年金費

国民年金事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（市民部）
部 局 名 健康医療部

課（室）名 医療助成年金課

人

対 象 指 標 名

職員数（再任用・任期
付職員を含む）

1861810

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度は、窓口業務改善に向けて先進地視察を実施し、事務改善に繋げることができ
た。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 250

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度は、窓口業務改善について先進地視察（２市）を行っ
た。

部内人材育成事業先進
地視察参加者数

目 標 値

0

目標年度

3120

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（建設部）
部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 08 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

職員数が削減される中、いかに職員の知識・やる気や資質、可能性を伸ばして
いくかが大きな課題となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

建設部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加させる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の人材育成を図り、かつ事務事業の効率化や適正運営に反映させる。

18211846

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 182

財　

源　

内　

訳

□拡充

技術の向上及び事務処理をスムーズに遂行するためには研修会参加は有効であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 182

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

土木費

道路橋梁費

道路橋梁総務費

道路等管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（建設部）
部 局 名 建設部

課（室）名 土木総務課

人

対 象 指 標 名

建設部職員 542

成 果 指 標
分 析 結 果

国が主催する技術研修に参加し、最新の技術を業務に生かすよう知識向上に意欲的に取組む
とともに、全国規模の大会に参加することができた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 441

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、研修等に３名が、所管事業の全国規模の
大会に２名が参加した。

研修参加者数

目 標 値

2

目標年度

令和4年
度

541

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 08 

項 05 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

高度なスキルを持つ人材の育成が急務であるが、先進事例が県外である場合や
専門的な研修が関東圏で開催されることが多いことから、旅費等が高額になっ
ている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

都市計画部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

1821350

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 182

財　

源　

内　

訳

□拡充

質の高い行政サービスを持続的に提供するため、計画的に先進地視察や専門的
な研修を進めている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 182

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

土木費

都市計画費

都市計画総務費

都市計画行政に要する一般的経費
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（都市計画
部）

部 局 名 都市計画部

課（室）名 都市計画課

人

対 象 指 標 名

都市計画部に所属する
職員数

646281

成 果 指 標
分 析 結 果

先進地視察及び研修会
参加件数

件 430

活 動 指 標
分 析 結 果

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

10

目標年度

令和4年
度

1060

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（会計室）
部 局 名 会計室

課（室）名 会計課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 01 

目 05 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

金・物・時間などの経営資源が限られる中で、貴重な人的資源を有効に活用す
るため、職員の意欲、資質、可能性をいかに伸ばしていくかが大きな課題と
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

会計室職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員が業務遂行に関する知識を習得することで、市の公金に係る出納事務及び
審査業務をより効果的効率的に行うための改善を図る。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

効果的、効率的に事業実施を行うにあたり、職員の能力開発を図る当事業は有
効である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

総務管理費

会計管理費

出納事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（会計室）
部 局 名 会計室

課（室）名 会計課

人

対 象 指 標 名

職員数 111110

成 果 指 標
分 析 結 果

より積極的に先進事例の調査・研究や研修会への参加を行い、職員の知識の習得を図る必要
がある。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 000

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、視察を実施できなかった。なお研修参加
については全て別事業から予算執行した。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

2

目標年度

令和3年
度

000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（消防本部）
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 09 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

様々な組織の課題に対して年間６名程度の職員が、先進地の視察や各種研修会
等に参加している。視察結果や研修結果が即、組織の課題解決には繋がらない
ものの人材育成の一助になっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

消防職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地への視察や研修会等へ参加することで、部内の課題解決を進めていく。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

組織の課題等を把握し、解決へと導き出すことを目的とする。さらに、職員の
知識・技術の資質向上を図る。

0324206

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

視察結果や研修結果がすぐに組織の課題解決に繋がることは多くないが、職員
の知識向上等の人材育成面では有効性の高い事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

消防費

消防費

常備消防費

常備消防一般管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（消防本部）
部 局 名 消防本部

課（室）名 消防本部総務課

人

対 象 指 標 名

消防職員 331327323

成 果 指 標
分 析 結 果

毎年計画数と同数の年間６、７名の消防職員が先進地の視察を行っていたが、令和２年度は
新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかった。

先進地視察及び研修会
参加人数

人 076

活 動 指 標
分 析 結 果

先進地の視察等を行い、本市消防行政と照らし合わせることによ
り、あらゆる角度から考察し課題解決を行っている。令和２年度
は、先進地から講師を依頼し、本市にて研修会を開催する予定で
あったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、中止となっ
た。また、他の先進地への視察についても同様に実施できていな
い。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

6

目標年度

令和2年
度

076

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（議会事務
局）

部 局 名 議会事務局

課（室）名 議事総務課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 01 

項 01 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

限られた行政経営資源（人・もの・金）のなか、職員の意欲、資質、可能性を
いかに伸ばし、貴重な人的資源として活用していくかが大きな課題となってい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

議会事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会等に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る知識を習得させ、事業内容に反映させる。

000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

地方議会を取り巻く状況の変化に対応するため、自ら課題を発見し、発案、視
察を行うことができる当事業は、効果的・効率的な事業実施に有効であるた
め、今後とも継続して行っていくことが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

議会費

議会費

議会費

議会管理事業

1021



加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（議会事務
局）

部 局 名 議会事務局

課（室）名 議事総務課

人

対 象 指 標 名

議会事務局に所属する
職員数

12120

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、先進地視察及び研修会参加を行わなかったため、部内課題解決事業
での職員力・組織力の向上は達成できなかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 000

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においては、コロナ禍であったため、研修機関等が実
施する研修会にはオンラインで参加したが、部内課題解決事業と
しての先進地視察及び研修会参加は行わなかった。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

1

目標年度

令和3年
度

000

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（選挙管理委
員会事務局）

部 局 名 選挙管理委員会事務局

課（室）名 選挙管理委員会事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 02 

項 04 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

現状では、有線回線が整備されている施設が投票所の固定化につながり、期日
前投票所を変更できない状況であるが、無線回線の安全性が確認されたため、
国が無線回線の導入を解禁している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

選挙管理委員会事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察及び商業施設、システム業者との打ち合わせ

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

商業施設に期日前投票所を設置するための課題の洗い出し及び解決方法の習得
を図る。

0650

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

商業施設での期日前投票所の設置に向け、課題の洗い出し、解決法について引
き続き調査、研究を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

令和3年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

選挙費

選挙管理委員会費

選挙管理委員会事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（選挙管理委
員会事務局）

部 局 名 選挙管理委員会事務局

課（室）名 選挙管理委員会事務局

回

回

対 象 指 標 名

選挙管理委員会事務局
職員数

770

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度においてはコロナウィルス感染症の状況を鑑み、視察を見送った。

先進地視察回数 回 010

業者打ち合わせ回数 回 040

活 動 指 標
分 析 結 果

令和２年度においてはコロナウィルス感染症の状況を鑑み、視察
を見送った。

視察回数

目 標 値

1

目標年度

令和2年
度

010

打ち合わせ回数 2令和2年
度

040

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（監査事務
局）

部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 02 

項 06 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

監査基準の見直しにより、リスク・アプローチの観点からの監査、内部統制に
依拠した監査の実施が求められており、監査委員の事務を補助する職員に対し
ても、専門能力の向上と知識の蓄積が不可欠である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

監査事務局職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や研修会に参加する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員の専門能力の向上と知識の蓄積を図る。

020

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

より効果的な監査等の実施にあたっては、現行の監査手法の見直しは必要であ
るため、先進地視察や研修会参加は有効である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

総務費

監査委員費

監査委員費

監査委員活動事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（監査事務
局）

部 局 名 監査事務局

課（室）名 監査事務局

人

対 象 指 標 名

職員数 880

成 果 指 標
分 析 結 果

令和2年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響により研修会参加や先進地視察は
見合わせた。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 010

活 動 指 標
分 析 結 果

令和2年度においては、新型コロナウィルス感染症の影響により研
修会参加や先進地視察は見合わせた。

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

4

目標年度

令和2年
度

010

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（農業委員会
事務局）

部 局 名 農業委員会事務局

課（室）名 農業委員会事務局

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 令和元年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 06 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

農地の利用の最適化の推進を行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民（主に農家）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

農業施策・活動の先進事例の情報収集を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域農業の課題認識を深め、その解決方法を研究する。

0810

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業の目的から、今後も現行の事業内容が妥当と判断する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 0

そ の 他 特 財

～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

農林水産業費

農業費

農業委員会費

農業委員会一般事務事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（農業委員会
事務局）

部 局 名 農業委員会事務局

課（室）名 農業委員会事務局

人

対 象 指 標 名

農業委員会事務局に所
属する職員数

980

成 果 指 標
分 析 結 果

令和２年度は、新型コロナウイルスの感染防止のため実施できなかった。

先進地視察及び研修会
参加件数

件 020

活 動 指 標
分 析 結 果

良好

先進地視察及び研修会
参加者

目 標 値

0

目標年度

020

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育課

基 本 目 標 ０６まちづくりの進め方

政 　 　 策 ０１まちづくりの進め方

施 　 　 策 ０２効果的・効率的に進めるまちづくり

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

会  計 01 

款 10 

項 07 

目 01 

細  目 010  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域の人間関係の希薄化が進む中、地域総がかりで子どもたちを育む環境づく
りが求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

教育指導部職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

先進地視察や講習会に参加する。参加後、部内で報告会を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員に事業実施に係る課題を把握、整理させたうえで、課題解決のための知識
を習得させる。

14615562

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 146

財　

源　

内　

訳

□拡充

他の先進的・先行的な取組みを知ることで、課題解決策の検討や、新規事業の
企画立案に役立てることができるため、本事業の果たす役割は大きい。今後は
視察等で得た情報を参考にしつつ、本市にとってよりよい事業展開のあり方に
ついて検討を進めたい。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 146

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和２年度（決算見込）

平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込）

一般会計

教育費

社会教育費

社会教育総務費

生涯学習推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和２年度実施事業〉

事 務 事 業 名 部内課題解決事業（教育指導
部）

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育課

人

人

対 象 指 標 名

教育指導部職員数 858082

成 果 指 標
分 析 結 果

関係者が集まる場で報告会を実施し、課題の共通理解を深めることができた。

先進地視察及び講習会
派遣件数

件 691

活 動 指 標
分 析 結 果

部内各課が抱える重要課題を整理し、令和２年度は７所属中２所
属の職員を先進地等に派遣した。

先進地視察及び講習会
派遣人数

目 標 値

6

目標年度

令和2年
度

9182

先進地視察及び講習会
派遣報告会参加者数

45令和2年
度

592035

令和２年度令和元年度平成30年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和２年度令和元年度平成30年度単 位
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